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1997 年 7 月に「臓器の移植に関する法律」が
施行されたのち、2009 年 7 月に「臓器の移植
に関する法律の一部を改正する法律 1）」（以下、
「改正臓器移植法」という。）が成立し、2010













数を有し、2014 年 8 月までに生体腎移植 1,441
例、献腎移植 289 例を行っており、現在ドナー
移植コーディネーター 9 名（医師 2 名、看護

















ろ、2008 年 4 月（67 例目）、10 月（76 例目）、













































































































せず、限界を迎える。また 2030 年には、3 人
に 1 人が 65 歳以上の高齢者という超高齢者
社会を迎えるにあたり、国は国民に対し終
末期におけるあり方を予め家族などと話し合
い、可能な限り意思表示をしておくという社
会づくり（啓発活動）が必要とされてきてい
る。その一部として、臓器提供に対する偏見
を持たれることなく理解されるよう、自治体
もしくは国などの行政が率先して行うことを
期待するとともに、臓器提供が通常医療とし
て定着した社会となれば、臓器提供の意思表
示や確認は終末期医療の中で一つの選択肢で
あり、家族も医療者も精神的負担を生じるこ
とがなくなり、双方ともに有意義な関係が構
築されるものと期待したい。既に長崎県にお
いては、行政が県民に対し働きかけを始めて
おり、病院からのオプション提示が社会に理
解をされ、終末期医療の一つの選択肢として
自然な流れの一部として普遍化されている。
国としても、臓器移植関連学会協議会からの
提言を受け、臓器提供施設の負担が大き過ぎ
るために国民の臓器提供希望が実現される環
境になっていないことは把握している。地域
性や人としての感情の兼ね合いもあるので、
一気に啓発活動が普及推進されるとは思わな
いが、臓器提供に対し誤解や偏見を解き、徐々
にでも社会に浸透し、日本全体で良好な関係
が構築されることを切に願うものである。
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